
紙の保管・突合など管理業務の負担が大きい 申告会場の混雑と業務量の平準化が課題

導入時の課題

受付～送信を日次で完結し残務を削減 ペーパーレス化によりトラブルと工数を抑制

導入による効果

税務署の後押しを受け電子化へ転換

電子申告導入前の彦根市では、 紙運用に

よるスキャン・ファイリング・倉庫保管といっ

た事務負担が大きく、 原本や控えの受け渡

しをめぐる行き違いも課題となっていた。 こ

うした状況の中、 平成29年度は国税庁が

全国的に電子申告の普及を強く推進した時

期にあたり、 彦根税務署でも電子化への移

行に積極的に取り組んでいた。「当時の署長

が電子化推進に強く取り組んでおり、 市に対

しても電子化を進めるよう積極的な働きか

けがあったと聞いています」と西田氏は振り

返る。

同時期には、 基幹システムおよび税務専

用システムの更新が重なり、 運用を見直す機

会が生まれたことも、 電子申告導入を後押

しした。『電子申告の達人』を採用した理由に

ついては申告支援システムとの親和性が高

い点を評価したという。

ムでの確認に加え、『電子申告の達人』によ

る送信前チェックを二重で行えるようにな

り、 受付精度が向上した。

さらに、 利用者識別番号を『電子申告の達

人』から簡単に取得できる環境も電子申告

率向上を後押ししており、 利用者識別番号

の人口当たりの取得者数も高水準となって

いる。

役割分担による“日次一括送信”の定着

彦根市役所税務課市民税係は、 通常期は

正規職員13名・非正規職員3名の16名体

制で運営し、 申告期には短期雇用や庁内応

援を6〜8名加えて体制を強化している。 受

付と入力・チェック・送信という工程を明確に

分担する運用を採用することで、 2024年

度には市役所で受け付けた1,453件すべて

をミスなく電子申告で対応している。

　 受付では、 申告者から書類を受け取り、

住民税課税支援システム『税務LAN』に入力

滋賀県彦根市は平成 29 年度から 『電子申告の達人』 を活用し、 確定申告の電子送信を本格運用してい

る。 市民税係では、 受付担当、 入力内容のチェック担当、 システム上での送信担当の 3 つに役割を分担

し、 日次で一括送信する体制を確立することで、 受付時間の短縮と紙業務の大幅削減を実現した。 税

務署との連携によりスマホ申告の普及も進み、 来庁者の減少や電子申告率の向上に寄与している。

業務負担の大幅軽減と確実性の向上

電子申告の導入により、 受付から送信ま

での手順をシームレスに行うことができるよ

うになり、 申告者1名あたりの対応時間が短

縮され、 申告受付全体の業務負担が大きく

軽減された。 また、 紙の申告書をスキャン・

採番・整理・編冊する作業が不要となり、 民

間倉庫で保管していた編冊ファイルの削減に

もつながるなど、 ペーパーレス化による効果

も大きい。

さらに、紙媒体の受け渡しでは件数や内容の

齟齬が生じても追跡が困難だったが、電子

データで引き渡しを行うことで「何件・どんな

内容を送ったか」が正確に記録され、税務署

と市、あるいは納税者との間の確認作業が

容易になった。リストの作成・管理も電子化

され、引き継ぎ時のリスクは大幅に軽減され

ている。

　 チェック体制についても、 申告支援システ
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したうえで申告書控えを2部印刷し、 1部を

申告者へ返却、 もう1部をチェック担当へ回

付する。 チェック担当は、 申告受付の経験が

ある職員が務め、 控えと証明書類を照合し

ながら内容を丁寧に確認し、 問題があるよ

うであれば修正をする。 電子申告が初めて

の申告者には、 その場で『電子申告の達人』

を用いて利用者識別番号を取得し、 当該番

号を『税務LAN』に登録したうえで電子ファ

イルを作成して次工程へ引き継ぐ。

当日の受付が終了すると、 システム担当

が『電子申告の達人』で件数とエラーを確認

し、 国税庁へ一括送信する。 送信票を2部

出力し、 件数確認用と税務署引渡し用に使

うことで、 送信にあたっての致命的なミスを

防ぐ体制を整えている。

さらに同市では、 ローカル環境と特定個

人情報を扱うイントラネット環境を同一PC

内 に 構 成 し、 二 重 フ ァ イ ア ウ ォ ー ル 内 に

LGWANを特定通信として通す独自の仮想

環境を整備している。 これにより、『税務

LAN』から『電子申告の達人』へ直接接続し

て 住 基 情 報 を デ ー タ 連 携 し、 そ の ま ま

LGWAN経由でe-Tax受付システムへ送信

する一連の処理を同一端末内で完結でき

る。 申告者情報の確認から電子送信までが

シームレスにつながる点は、 正確性とスピー

ドを両立する運用上の大きな強みとなって

いる。

市民税係長の西田氏は「その日の分をそ

の日のうちに処理でき、 翌日に持ち越すこ

とがほとんどありません。 また、 申告から送

信までの一連の作業を同じ端末内で途切れ

ることなく進められるのでとても便利です。」

と語る。 こうした分業と日次完了型の運用、

そしてワンストップで処理できる環境によ

り、 効率性と確実性を兼ね備えた安定的な

申告体制を実現している。

多様な連携による申告の利便性向上

　 彦根市では、 電子申告の運用にあたり彦

根税務署との連携が大きな役割を果たして

いる。 市と税務署は日常的に情報共有を行

い、 確定申告期には運用改善に向けた協議

を重ね、 互いの業務を補完しあう関係築い

てきた。 近年は、 税務署が推進する「スマホ

申告」に合わせ、 市役所内に相談ブースを

設置し、 税務署職員と税務課職員が協力し

て操作支援を行う取組を開始した。 こうした

取組により、 住民の申告方法への理解が深

まり、 市役所・税務署ともに申告の受付件数

が前年比約1割減少する結果につながっ

た。 西田氏は「2月以降に偏りやすい来場が

分散し、 早期申告を促す効果があった」と語

る。 また2026年には、 市職員が税務署会

場内にマイナンバーカードの出張窓口を開

設する全国でも珍しい連携を実施予定であ

り、 さらなる住民サービスの利便性向上に

つなげたいと考えている。

一方で、 市役所では給与・年金中心の簡

易な確定申告や住民税申告、 税務署では事

業所得等の複雑な申告を扱う“すみ分け”が

あるものの、 住民にとって判断が難しい場

面も多い。 こうした課題を踏まえ、 申告会場

の一本化についても税務署と意見交換を進

めている。

さらに、 市は外部機関との連携にも積極

的で、 滋賀大学データサイエンス学部と協働

し、 市が保有する課税データを基にした税

収予測モデルの構築や、 所得情報をもとに

した政策提案にも取り組んでいる。 学術的

な分析を行政運営へ活用する試みは、 電子

申告の推進とあわせて、 データに基づく行

政運営の高度化に寄与している。

このように、 彦根市は税務署との密接な

連携に加え、 大学との協業も進めながら、

住民の利便性と行政の高度化を両立した取

り組みを展開している。

運用精度の向上と研修体制の強化

彦根市では電子申告が定着する中、 制度

面での改善に期待を寄せている。 とりわけ

課題として挙げられるのが、 確定申告書第

二表が連携されない「二表省略」に関する問

題である。 転出入者などで給与支払報告書

が市に届かない場合、 申告書に記載された

所得内訳を市側で確認できず、 課税判断に

支障が生じるケースがあることから、 第二

表の確実な連携を求める声が強い。

　 また、 彦根市は運用面において、 利用者

識別番号の最新化を維持するため、 税務署

とのデータ突合も継続して取り組む考えだ。

電子申告を起点に、 制度面・運用面の双方

でより確実な申告体制を目指していく。

※本事例の記載内容（数値・体制・運用フ

ロー等）は、 朝来市税務課へのヒアリングに

基づく。
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約27,000人

琵琶湖のほとりに広がる歴史とロマン

のまち、滋賀県彦根市。国宝・彦根城と

美しい城下町が織りなす景観は、四季

を通じて多くの人を魅了します。人気キ

ャラクター“ひこにゃん”にも会えるほ

か、近江牛や湖魚料理、伝統工芸など地

域ならではの楽しみが満載。

また、電子申告や各種手続きのオンライ

ン化で行政DXに取り組む、便利で魅力

あふれるまちです。
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